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福祉・介護人材確保対策事業の実施状況 [平成21年度実績]
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福祉“介護人材確保対策事業の実施状況 [平成22年度(平成22年 12月 末現在)]
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事業実施状況
養成施設数

事業実施回数・21年度(実績)

21年度(実績) 群織 (2型蝙鞭 .

21年度
(実績 )

定員充足率
が60%未満の
養成施設数

うち事業実施
養成施設数 籾

中学校、高校等を
訪問し、福祉・介護
つ仕事やその魅カ
を紹介する事業

中・高校生ゃ家族、
教員の相談に応
じ、助言・指導等を
行う事業
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事業実施回数・21年 度(実績 ) 事業実施回数 122年 1度 (22年 12月 末現在)

高齢者、主婦層、転職者等
の地域住民の福祉・介護に
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①進路選択学生等支援事業

「そOltLi10事業の具1体的|な実‐1施内1容

北海道 進学相談会、教員バス見学会、福祉フェスティバルの開催など

群馬県

【H21】 福祉の理解をテーマにした小冊子の作成、配布 (3,000部 )

【H22】 施設を利用する高齢者と楽しむボランテイア実践
(レクリエーション等を通して高齢者と交流をする。その準備、活動、実践報告の課程で、養成校学生がサポートに

入り、進路選択のアドバイスを行う)

千葉県 教員を対象に介護の現場を理解してもらうための福祉施設の見学会を実施した

新潟県 介護の喜びコンテストの作品集やパンフレットの作成と高校等への配布

富山県 バンフレット・ポスター等の作成、高校等への送付

福井県
福祉を学ぶ学生および介護現場で働く卒業生に、福祉を目指したきつかけややりがいなどを語つてもらい、90秒の短

編ドキュメントとしてDVDを作成し、イベントで放映、高校へ配布、テレビ放映を行う。

長野県 資料請求への対応等

鳥取県 進路説明会、体験入学

山口県 オープンキャンパス(介護福祉)、 新聞、ラジオ等の媒体を使用した介護福祉士についての啓発、広報

長崎県 「学生を対象とした説明会」等については、「ウ」の事業として整理し計上

'事

業成果が見受けられた事例や数1直等::や眸業実施上
―
の改善点や

=未
|けな慕,等

青森県
定員充足率が改善した。(60%未満 H21年 5校 → H22年 1校 )

※60%以上となった養成校のうち1校は定員減の影響も含む。(H21年4人/40人 → H22年 13人/20人 )

宮城県 本事業を実施した養成施設の一部において,前年度と比較して,本年度の定員充足率が向上した。

茨城県 本事業の活用により,養成施設の充足率が向上した。

群馬県

【事業成果】
平成21年度に事業を実施した2校については、平成22年度に定員充足率600/0を 上回つた。

【各校での工夫 (H21)】
・既に養成校で計画していた進学説明会・模擬授業が頻繁にあつたため、本事業では広い年齢層にも福祉の理解を

促すため、「地域」を対象とした取り組みに重点を置いた。
・高校訪間では修学資金制度と絡めて福祉の仕事のPRを行つた
・地域情報紙等を活用し、幅広い人へ参加者の募集等を行つた

埼玉県

定員充足率が60%未満の養成施設に対し事前に事業の実施意向調査を行い、意向の回答があつた養成施設とは事

業申請前に内容について打ち合わせしたうえで、効果的な事業について申請してもらつた。

高校訪問や進路説明会等のイベントは、参加しやすいように回数を増やすのではなく、魅力的な内容とするほうが

集客力が高まる。著名人による講演会等のイベントは、地域住民の参加者も高い傾向があつた。

千葉県 教員に介護の現場を理解しもらうための見学会の実施

神奈川県

当該事業を実施したすべての学校において定員充足率があがり、うち4校については充足率が60%を超えた。た

だし、昨年対象とした学生には中学生や高校 1・ 2年生もおり、昨年の事業成果が定員充足率に結びついたとは言い

切れない部分もある。
中学生、高校1年生に対しては、高齢者疑似体験等を取り入れながら福祉の仕事を紹介し、高校2・ 3年生に対し

ては、学費や奨学金に関する説明を実施し、進学に関しての具体的なイメージを持つてもらえるよう工夫した。

富山県 事業実施校のうち1校について充足率が、事業実施前300%から事業実施後525%へ改善。

石川県
養成施設の意見
・講話だけではなく、高齢者の疑似体験・障害者体験・盲人体験等の体験授業等を取り入れることによつて、生徒が

楽しみながら魅力を感じられるよう工夫した。

福井県 従来の同種のイベント等よりも多数の参加があり、介護職への理解を深めてもらうことができた。

山梨県 事業実施養成施設の定員に対する入学者充足率が、H21年度5%からH22年度40%に向上した。

岐阜県
「介護の日」に、県、県社協、その他関係団体が、介護に関する啓発イベントを行う中で、養成施設による当該事業を

行い、より効果的に地域住民への介護の関する意識啓発ができた。

静岡県
21年に事業を実施した養成校全てにおいて、22年度入学者の定員充足率60%を上回つた。

県の主催により各養成校の専門員と社会福祉人材センター担当者による連絡会議を実施し、相互の連携を図つた。

愛知県 定員充足率がアップした。(介護福祉士養成施設全体494%→ 674%)

二重県
全ての養成校 (6校 )において、21年度は入学定員の充足率が60%未満であつたが、事業を実施したことにより、2
2年度は、3校が60%を超える結果となった。

滋賀県

・模擬授業を通して福祉の仕事に対するイメージアップを図ることができた。
・介護福祉士養成校の特色等について説明を行い、養成校に対する理解が深まつた。
・高校生および教員に対し、福祉・介護の現場の実態等を紹介する中で、介護福祉士のやりがい等を伝えることがで

きた。
一-54-―



大阪府

【事業成果=入学者数】
「アの事業」によると思われる入学者数…・363名
「イの事業」によると思われる入学者数…・451名
「ウの事業」によると思われる入学者数…・ 7名

兵庫県

・養成施設卒業により無条件で介護福祉士の資格取得ができるのは平成22年度入学者が最後であるため 、一時的

な駆け込み受験があり、この事業の効果を把握するのは難
塁 選、単にセールスの補助にしかなっていない のではな・事業内容としては、従来からどの養成施設でもやつてきナ

いかと危1具する。

岡山県
・高校生を対象とした福社の仕事宿泊体験講座や、地域住民対象を対象とした環境福祉フェア等の開催に より、地

域住民や若い世代への福祉やボランティアに対する知識及び技術の向上を図つた。

広島県

・県内の全市町及び同教育委員会,並びに全高等学校に事業周知のための通知を送付
,実施養成校が共同で高校生向けの福祉・介護職や資格取得ルート,修学資金貸付等を案内する冊子「ネ冨祉基本

情報バンフレット」を作成,配布及びHP掲載

山口県
遣凩 聰 源層庵ぽ籍 摯lM躊信嵩点PT鶴纏 議窪驚満 椰
う助言。
来年度の学生確保に苦慮している養成施設に対し、広報媒体を利用した積極的な活用を促した。

徳島県 ンL断り罪輩翼労   量ヅ吻肋鯰翼趾曇勇
昨年度同事業で作成した「介護カルタ」を増刷し、地域イベントに用いて普及を図つた。

香川県

平成21年度に本事業を実施した3施設のうち2施設において入学者数が増加し、1施設の定員充足率が60%を超

えた。
介護福祉士養成校施設で構成する連絡協議会において本事業の実施方法を検討する場を持ち、高校の言方間先等

について地域間の偏りが生じないよう、役割分担を行つた上で実施し.た 。

福岡県 平成21年度に事業実施した結果、当該養成施設の入学者が増加した

長崎県

・専門員の活動を通じて、介護福祉士養成施設と中学・高校等教育機関との連携強化に繋がつた。また、県 や県社

協が実施する関係事業 (介護福祉士等修学資金制度等)の周知が図られた。
・本事業単独の効果ではないと考えるが、H22年度の定員充足率 (県計)は H21年度から改善した(H21年度 :63%→

H22年度 :72%)。
・県内全ての中学校や高校、市町教育委員会に対して、県から事業周知のための通知を行つた。

熊本県

・平成22年度における入学者数が増加し、ほぼ定員を充足することができた。
・高校生に情報提供する進路指導教諭に対して、超高齢社会における介護人材の必要性と魅力、将来的な展望等

を機会あるごと1馬兎明。近い将来訪れる自分自身の身近な問題として福祉を認識してもらう説明を心がけた。また、

福祉関係の職業や資格をわかりやすく視覚的に理解させる冊子を制作。高校生を中心に配布した。

大分県

・平成21年度事業実施した3養成校全てにおいて、定員充足率の直上が図られた。3校のうち介護福祉士養成校 1

校、社会福祉士養成校1校については、定員充足率6割以上が達成された。
・福祉現場の職員や利用者の協力を得てチラシやDVDを作成し高等学校等への配布や新聞で福祉職場の 紹介をし

たことにより、介護や社会福祉への関心の広がりが見られた。
・高等学校だけでなく大学やハローワークを訪問し福祉介護職場の魅力の紹介を行つた。

宮崎県

・事業を実施した全養成施設において、定員充足率が前年度を上回つた。
・介護の必要性や介護福祉士資格の重要性等について理解を深めて頂くために、ガイダンス参加回数や体 験学習

会の頻度を高めることにより、高校生や保護者の意識啓発に一定の成果を上げることが出来た。

・高校訪間説明の際には、介護福祉士修学資金貸付制度についてもあわせて広報し、進路選択の一助になるように

努めた。
・県外の大学の就職課等を訪問し、精神保健福祉士について説明し、理解を頂いた事により、これまで入学 実績の

ない大学からの入学者、受験者があつた。

鹿児島県
高校生やその家族に対する説明会の開催や地域におけるイベント開催を通して、広く介護職場等への理角翠と認識を

深めることが出来た。

実施予定なしの1理由

岩手県 定員充足率60%未満の養成施設がなかつたため

秋田県 定員充足率が60%未満の養成施設がないため

山形県 定員充足率が60%以上のため

福島県 定員充足率の要件を満たす養成施設が1校のみであり、当該養成校での実施の予定がないため。

静岡県 22年度は、事業対象施設がないため。

和歌山県 定員充足率が60%以上のため

鳥取県 定員充足率が60%以上のため

佐賀県 養成施設からの実施希望がなかつたため
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